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今回のmenu 

Ⅰ. 雇用保険料率変更 
 

◎雇用保険料率引き上げ（令和 4年 10月 1日～） 
新型コロナの感染拡大により、雇用調整助成金・失業給付の特例措置等が行われ財政が逼迫している

為、雇用安定事業の安定的な財政運営確保の措置として、令和 4年度は雇用保険料率が二段階にて 

引き上げ、10月 1日以降、労働者及び事業主負担の更なる変更が実施されます。 
 

 （R4.4～）労働者負担 （R4.10～）労働者負担 （R4.10～）事業主負担 
（R4.10～）雇用保険料率 

（労働者＋事業主分） 

一  般 3/1000 ５/1000 ８.5/1000 13.5/1000 

農林水産 4/1000 ６/1000 ９.5/1000 15.5/1000 

建  設 4/1000 ６/1000 10.5/1000 16.5/1000 

 

 

 Ⅱ. ３つの手続き・・・大切な３つの手続きを今年もお忘れなく！ 

●労働保険 年度更新                  申告・納期限：7月 11日（月）        

新年度の概算保険料、前年度の保険料を清算する為の確定保険料の申告納付手続きです。 

令和３年４月１日～令和４年３月 31日までに使用した労働者に支払われる賃金の総額に労災・

雇用保険料率、一般拠出金の料率を乗じて計算します。尚、今年度は年度途中で雇用保険料率

が変更されます。4～9月分、10～3月分に分けて概算保険料を計算します。ご注意ください。 
 

～参考～ 口座振替のお申し込みを頂くと納期限は最大 59 日余裕が出ます。振替依頼書は厚生労働省の

HPよりダウンロードできます。ご利用下さい。 

●源泉所得税 納付                        納期限：7月１１日（月）       

原則、給与・報酬にかかる源泉所得税は翌月 10 日までに納付しますが、常時給与支払が 10

人未満の事業者は、納期の特例届出を提出することで、特例が適用されます。特例の納期限は

1年に 2回となり、7/11と翌年 1/20です。期限に間に合う様に納付願います。 

●社会保険 算定基礎届                      原則：7月 11日（月） 

毎年 7月 1日現在在籍の労働者(被保険者)について、4～6月に支払われた給料額を年金事

務所に届出ます。届出により 9月から 1年間の健康保険・厚生年金の保険料が決まります。 

年 1回算定基礎届を提出することで、報酬と保険料が大きくかけ離れない様、調整されること

となります。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ. 健康診断 
 

◎健康診断を受けましょう！ 受けさせましょう！ 
 

労働安全衛生法に基づき事業主は、雇入れ時と１年以内ごとに１回の医師による一般健康診断を 

実施しなければなりません。 

 

一般健康診断の対象者 

区  分 健康診断受診の有無 

正 社 員 義 務 

パ
ー
ト 

タ
イ
マ
ー

※ 

所定労働時間が 3/4以上（目安 社保加入者） 義 務 

所定労働時間が 1/2以上（目安 雇用加入者） 実施が望ましい 

所定労働時間が 1/2未満 義務なし 

※無期、又は契約期間１年以上の場合。 

契約期間６か月以上 1年未満の場合は義務なし。 

 

健康診断Ｑ＆Ａ 

Q ： 一般健康診断の費用は誰が負担するの？ 

A ： 健康診断の実施は事業主の義務ですので、事業主が負担します。 

また、健康受診に要した時間に対する賃金は、事業主が支払うことが望ましいとされています。 

 

Ｑ ： 協会けんぽから「生活習慣病予防健診(健診)のお知らせ」が届きました。一般健康診断とは違う 

のでしょうか？ 

Ａ ： 健診は協会けんぽの被保険者で年齢が 35歳～74歳の方を対象とした健康診断です。 

実施項目は一般健康診断で義務とする項目を含んでおりますので、協会けんぽの健診を受けること

で一般健康診断の代わりとすることができます。 
 

    要注意！  健診対象外の 35歳未満もしくは 75歳以上でも一般健康診断は受診させる（する）義務

がありますのでご注意ください。 

             なお、75歳になりますと後期高齢者となり健診の対象外になります。74歳のうちに受診

するようにしましょう。 

 

Q ： 一般健康診断の受診を拒否する従業員がいます。どうすればいいですか？ 

Ａ ： 一般健康診断の受診は労働者の義務です。 

事業主は受診命令に従わない労働者に対してペナルティを科すこともできます。 

 

★★★ 健康診断実施は、従業員の健康や安全を担保するだけではありません。昨今、重要視されて 

いる『健康経営』にもつながります。企業イメージや信頼の獲得、従業員が健康でいきいきと働くことが 

会社の成長にも大きくプラスになります。 

また、コロナ禍において人との関わり方や社会の変化に伴い、従業員の負担や悩みは肉体的なものに 

限りません。従業員の健康管理には、身体面と精神面のフォローが必要といえるでしょう。★★★ 

 



Ⅳ.育児休業制度の改正について（令和４年 10月施行） 
男女ともに仕事と育児を両立できるよう、育児休業制度が改正されます。 

（１）産後パパ育休（出生時育児休業制度）の創設 

・・・出生直後の時期に柔軟に育児休業を取得できるようになります。現行の育休制度とは別に子の出

生後 8 週間以内に取得可能な制度です。新制度についても雇用保険の育児休業給付の対象となりま

す。 

（２）育児休業の分割取得 

・・・分割取得により、夫婦が育児休業を交代する回数が増えます。保育所に入所できない等で 1 歳以

降延長する場合も、途中交代が可能になります。 

 (１)新制度（産後パパ育休）（R4.10.1～） 育児休業制度（R4.10.1～） 育児休業制度（現行） 

対 象 者 男性のみ 男女とも 男女とも 

対象期間 

取得可能日数 

子の出生後 8週間以内に 

4週間まで取得できる 
子が 1歳（最長 2歳）まで 

子が 1歳 

（最長 2歳）まで 

申出期限 休業の２週間前まで（原則） １か月前まで（原則） １か月前まで（原則） 

(2)分割取得 
分割して２回まで取得できる 

（はじめにまとめて申し出ることが必要） 

分割して２回まで取得できる 

（取得の際にそれぞれ申し出） 

原則分割できない 

（例外 パパ休暇制度） 

休業中の就業 
労使協定を締結している場合のみ、 

労使が合意した範囲で就業できる 
就業できない（原則） 就業できない（原則） 

１歳以降の延

長 
 育休開始日を柔軟化 

育休開始日は１歳、 

１歳半の時点に限定 

 
 

育児休業中の保険料（健康保険・厚生年金保険）の免除要件が見直されます！ 

・育児休業の開始と終了が同月内となる場合、月内に 14日以上（暦日）の育児休業の取得で 

あれば、該当月の保険料が免除（賞与は除く） 

・1か月を超える育児休業の取得であれば、復帰日の前月までに支払われた賞与についても 

保険料が免除 

短期の育児休業の取得の際の保険料に関しては注意が必要です！ 
 

 
☆ちょこっと役立つ豆知識☆ 

 

Q 夏が近づき、賞与が支給される会社も多いと思います。賞与は給与規程の定めによって支給しま

すが、具体的には、会社の業績や勤務成績などを査定の要素とする場合が多いです。ところで、

算定期間に年次有給休暇を多く取得した社員の賞与を減額することはできるでしょうか？ 

 A 労働基準法では、年次有給休暇を取得した労働者に対して、「賃金の減額、その他不利益な取扱

いをしないようにしなければならない」としています。賞与も同じです。労働者の権利として認め

られている年次有給休暇の取得を抑制することはできません。 

 

① ②  ③  ④  

最大４回 

取得可能！ 



Ⅴ.インボイス制度 令和５年１０月１日～開始（適格請求書等保存方式） 
 

① 令和３年１０月１日～登録申請受付開始（適格請求書に記載する番号の発行手続） 

◇ 対 象 者：全課税事業者 

◇ 提出期限：令和５年３月３１日 

 

 

 

 

 

 
 

Ｑ. 免税事業者はどうすれば良いか？ 

⇒上記①の手続きが行えるのは、課税事業者のみとなるため、課税事業者へ切替をします。 

デメリット 今まで預り消費税は納税する必要がなく、自身の収入となっていましたが、 

課税事業者になれば、消費税を納めることになります。 

▶ ①の手続きをしない ＝ 免税事業者のままでいる場合 

デメリット 今まで仕入や外注を免税事業者にしていた場合、免税事業者から発行される請求書

は、適格請求書ではない(番号が記載されていない)ため、消費税の控除額に該当と

ならず、取引先は消費税の納税額が増えてしまい、免税事業者との取引を見直し始

める可能性が考えられます。 

 

              
＜取引先＞                           ＜取引先＞ 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 
 

◆ 課税事業者であっても、①の手続きをしなければ、請求書に適格請求書番号を記載できないため、必ず

手続きが必要です。 
 

(注) 免税事業者等からの仕入れについても、インボイス制度実施後６年間は仕入税額相当額の一定割合を  

控除可能な経過措置が設けられています。 
 

 

お気軽にお問合わせください！ 

社会保険労務士法人・行政書士  やまもと事務所 

〒277-0832 千葉県柏市北柏三丁目５番地５－１０１ 

TEL 04-7160-3235  

https://www.office-yama.jp 

info@office-yama.jp 

預り消費税 
支払消費税 

納税 

預 り 消 費 税 500万円 

－ 支 払 消 費 税 300万円 
 

納 税    200万円 

預り消費税 

支払消費税 

免税業者から

の仕入 

 

預 り 消 費 税       500万円 

  150万円 

－  150万円(注)経過措置有 

 

納  税             350万円 

納税 

これまで 令和５年１０月１日以降～ 

 

預り消費税 
仕入・外注 

支払消費税 

 
仕入税額控除にするには… 
 

【課税事業者】①の手続きをし、登録番号を発行する。 
 

【免税事業者】課税事業者へ切替をし、①の手続きをする。 

登録番号を必ず記載 

https://www.office-yama.jp/

